別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:　　新しい公共支援施策調整費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
     　　　　　　　　　　　 環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ支援担当　
　　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,542千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


国民の多様なニーズにきめ細かく応えるサービスが、市民、企業、ＮＰＯ等によりムダのない形で提供される社会を実現するため、「新しい公共」の担い手となるＮＰＯ等の自立支援を後押しし、新しい公共の拡大と定着を図ることを目的とした「新しい公共支援事業」の実施にあたり、有識者から意見を聞き、事業の選定を行う運営委員会を開催する。
　運営委員会開催回数：６回
	２　所要経費


報償費　630　　旅費　  211　　消耗品費　50

会議費　　8　　役務費　605　　使用料及び賃借料　38
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

・地域の多様な主体・組織が参画し、地域づくりを担っていくことができる新たな組織の設立を支援する。
・ＮＰＯ法人が自らの情報を発信するための場、機会を提供する。
・県民のＮＰＯ法人の活動内容に対する理解を促進し、チェック機能を強化する

・まちづくり活動の企画・立案等に関する講座の開催や先導的事例の普及等を通じ、地域づくり活動の中心となる人材を育成する。
・ＮＰＯ活動に必要な専門的な知識の習得を支援する。
	２　これまでの取組状況


ＮＰＯ活動の醸成と発展のため、ＮＰＯ活動の支援拠点である「ぎふＮＰＯ・生涯学習プラザ」の整備やＮＰＯ法人の活動を資金面から支援する「ぎふＮＰＯはつらつファンド」の設置、ＮＰＯと県の協働を進めるための「ＮＰＯと行政の協働を進めるための協働事業推進ガイドライン」の策定、あるいは「ＮＰＯ法人基礎講座・実践講座」を開催するなど、様々な支援策を講じてきた。
	３　これまでの取組に対する評価


岐阜県内のＮＰＯ法人数は、平成２２年１０月末現在で６１８法人と順調に増加しており、これまで実施してきた県の支援事業の効果は大きなものがあった。
一方で、多くのＮＰＯ法人の課題は、資金づくり、資金調達であり、この資金難が人材確保や事業拡大の困難さにもつながっている。ＮＰＯ法人は、雇用の場として成立しつつあり、社会的問題を解決するための事業の担い手として資金を得られれば、今後更なる発展の可能性がある。各法人は、事業経営のために、行政や企業や市民にどんなサービスが提供できるか、積極的に働きかける活動が必要であり、本事業により、行政は環境整備を行う。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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	1,500


【岐阜県新しい公共支援基金充当】

